
 

 

３ 平塚市開発許可等事務処理要項 

 
 （趣旨） 
第１条 この要項は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）、都市計画

法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）、都市計画法施行規則（昭和４

４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）及び平塚市開発行為等取扱規則（以下「規則」

という。）で定めるもののほか、法の運用について必要な事項を定めるものとする。 
 （事前相談） 
第２条 法第２９条、第４２条及び第４３条の規定による開発行為等をしようとする者（以下「申

請予定者」という。）から事前の相談を受けたときは、当該開発行為等に係る許可の手続きの適

正かつ迅速な処理を図るため、事業の施行及び許可申請手続き等について指導を行うものとす

る。この場合において、必要に応じて関係機関等と適宜連絡を図るものとする。 
（１）事前相談は、申請予定者から別に定める図書を添えた次に掲げる事前相談書の提出をもっ

て行うものとする。 
  ア 市街化区域に係るものについては事前相談書（市街化区域用）（第１号様式） 
  イ 市街化調整区域に係るものについては事前相談書（市街化調整区域用）（第２号様式） 
（２）事前相談の概要のうち、主として公共施設に関する設計及び予定建築物の敷地の配置等に

ついて、指導し、及び助言するものとする。 
（３）事前相談の決裁から２年を経過した場合、又は、その内容に重要な変更が生じた場合は、

新たに事前相談を行うものとする。 
 （建築目的の判断） 
第３条 法第４条第１２項に規定する目的の判断に当たり、山林現況分譲又は有姿分譲等にあっ

ては、区画割、区画街路等の状況及び宣伝文書の文言等諸般の事由を総合的にみて客観的に判

断すべきものであり、宣伝文書中に「建築不可」の文言があっても、総合的にみて「建築目的」

と客観的に判断しうるものであれば、開発行為に当たると解する。 
なお、留意点として（１）及び（２）に加えて、（３）から（８）までの内の２項目以上に該

当する場合には、当該土地分譲に建築目的があると判断するものとする。 
（１）土地の区画割 
  ア 戸建て住宅等の建築に適した区画割の判断は、１の区画の形状が四辺形で面積がおおむ

ね１００平方メートル以上のもの 
  イ 分譲地の現地で、区画割が縄張り等で表示されているもの及び公図上で戸建て住宅等の

建築に適した分合筆があらかじめ行われているもの 
（２）区画街路 
  ア 人車の通行に有効となるおおむね４メートル以上の幅員の道（建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）４２条第２項に規定する道路を含む。）に当該土地の各区画が接してい

るもの 
  イ 分譲地の現地で、道路位置が縄張り等で表示されているもの、チラシ等の宣伝物のイラ

スト等で道路が描かれているもの及び公図上で道路相当部分が明示されている等整備が

予定されているもの 
（３）擁壁 
  ア 擁壁が設置済又は擁壁工事が行われているもの 





 

 

  イ チラシ等の宣伝物のイラスト等で擁壁が描かれている等整備が予定されているもの 
（４）販売価格 
  ア 周辺宅地の売買実例価格のおおむね３分の１を超えるもの 
  イ 適当な売買実例がない場合は、近傍宅地の固定資産課税台帳の登録価格を著しく超える

もの 
（５）利便施設 
   上下水道、電気供給施設等の整備がされ、若しくはチラシ等の宣伝物で近い将来整備され

るような説明がなされ、又は付近に購買施設、学校その他の公益施設があり、生活上不便

をきたさないような説明がなされているもの 
（６）交通関係 
   前号と同様に、交通関係が通勤等に便利であるとの説明がなされているもの 
（７）付近の状況 
   第５号及び前号と同様に、付近で宅地開発、団地建設等が行われている、団地等がある、

工場等の職場がある等の説明がなされているもの 
（８）名称 
   「◯◯ランド」、「◯◯台」、「◯◯ヒル」又は「◯◯苑」等住宅団地と誤認するような名称

が付されているもの 
 （定期借地権を活用した開発行為により設置された道路の取扱） 
第４条 定期借地権（借地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条の規定による。）を活用して

開発許可を受けた開発行為により設置される当該道路が、現在及び予見可能な将来において、

次に掲げる各号に適合している場合には、平塚市が移管を受けずに私道として取り扱うことが

できるものとする。 
（１）当該道路が将来廃止される見込みが高いため、当該道路を私道として取扱うことが合理的

である等の理由が存する場合で、かつ、開発許可申請者から私道として取扱うよう要望さ

れているとともに適切かつ円滑な維持管理が可能なこと。 
（２）当該道路が、Ｐ型及びＵ型道路並びに沿道宅地へのサービス以外の目的の通過交通が生じ

ない形状及び形態のものであって、開発区域外の者の利用に供される可能性の少ないもの

であること。 
（３）当該道路に設置される排水施設・水道等が、将来私道の廃止に伴って廃止された場合にお

いても周辺の宅地等に影響を与えない設計となっていること。 
（４）開発区域の周辺に適切な規模の道路が設置されること等により、当該道路に交通が流入せ

ず、開発区域の周辺において円滑な交通が図られていること。 
（５） 当該道路の沿道地域が第一種低層住居専用地域若しくは第二種低層住居専用地域にあるか、

又は第一種低層住居専用地域若しくは第二種低層住居専用地域以外であっても、地区計画

若しくは建築協定等により、第一種低層住居専用地域若しくは第二種低層住居専用地域と

同様の規制が行われている低層住宅地であること。 
（６）私道に接する住宅は、多くても２０戸程度とするとともに、道路延長はおおむね１５０メ

ートル以内及び当該開発区域の面積は３，０００平方メートル未満であること。 
（７）大量の雪の除却が必要でない等維持管理が低廉かつ適切になされると想定される道路であ

ること。 
（８）法第３３条の道路に係る技術基準に適合していること。また、道路に係る土地に地上権、





 

 

質権、賃借権等が存しないこと等により、私道となる土地の円滑な維持管理に支障が生じ

るおそれがないこと。 
 （変更許可等の取扱い） 
第５条 法第３５条の２の規定による変更許可等の取扱いは、次のとおりとする。 
（１） 変更許可 

項   目 取 り 扱 い 内 容 

           

１．位置、区域及び規模 
 （法第３０条第１項第１号） 
 （法第３０条第１項第３号） 

 
① 開発区域の拡大、縮小、又は等面積交換などにより区域を変更

する場合 
② 開発区域内で新たに工区を設置する場合、工区数を変更する場

合、工区の位置を変更する場合 
③ 区画数が変わる場合 
 

 
２．予定建築物の用途 
 （法第３０条第１項第２号） 

 

  
① 予定建築物の用途を変更する場合 
・変更後の技術審査項目が変更前と同一または減少する場合 
・変更により、３３条の技術審査項目が追加される場合及び３４

条の許可基準に適合できない場合は、新たな許可とする 
 （当初許可が開発審査会への付議によるものは、再度審査会 
  への付議を要する） 
 

 
３．開発行為に関する 
 設計 
（法第３０条第１項第 3号） 

 
原則として、開発行為に関する設計の変更のうち、法第３３条に

規定される技術に関する再審査を必要とするものは、変更許可の対

象とする 
 

  
（１）公共施設 

 
法第３２条に規定される同意、協議の変更 
①  道路 

   ・道路の位置、形状、及び幅員の変更 
②  公園、広場等 

     ・公園等の位置、形状、及び規模の変更 
  ③  排水施設等 
   ・排水路の位置、構造及び能力を変更する場合 
   ・人孔及び公共ます等の新設、増減設及び廃止 
   ・排水の流末処理方法に変更が生じる場合 
  ④  消防水利施設 
   ・軽微な修正に該当しない大幅な位置等の変更 
  ⑤  法第３２条の協議対象かつ、帰属される施設 
   ・当該施設の位置、形状及び規模の変更 





 

 

  
  

（２）設計 
 

 
 (１)  法第３３条に規定される技術審査を要する公共施設以外の 
   施設等 
①  給水施設                                           

 ・給水施設の構造及び能力の変更 
②  樹木の保存、表土の保全 

   ・保存、保全する位置、形状及び規模の変更 
③  緩衝帯 
  ・緩衝帯の位置、形状及び規模の変更 

 (２)  敷地の形状       
  ・造成計画地盤高の変更（0.3ｍを超える切盛土） 

(３) 擁壁（擁壁の新設以外は高さ 2.0ｍを超えるものに限る） 
   ・擁壁の新設（その高さが盛土部 1.0m､切土部 2.0ｍを超え 
       る場合) 
   ・高さの変更 
   ・構造の変更（底盤、配筋、材料等の変更） 
   ・軟弱地盤の改良で工法を変更する場合（杭基礎を含む） 
   ・長さの変更 
 (４) 法面  

  ・法面処理方法の変更（垂直高が 2.0ｍを超える場合） 
   ・法面勾配の変更 

 (５) 地盤改良 
   ・工法の変更 
 

 
４．工事施行者 

（法第３０条第１項第４号） 

                    

 
自己の業務の用に供する建築で開発区域の面積が 1.0ha以上の 

場合及び自己用以外の開発行為の場合で、「軽微な変更」で扱えな

いもの 
 

 
５．開発行為の区別 
 （法第３０条第１項第５号） 

 
 自己居住用、自己業務用、自己用外の区別を変更する場合。ただ

し、変更により法第３３条の技術審査項目が追加される場合及び第

３４条の許可基準に適合できない場合は、新たな許可とする 
 

 
６．法第３４条の該当号 
の別 
（法第３０条第１項第５号） 

  
法第３４条の各号及びその理由を変更する場合。ただし、変更に

より法第３３条及び第３４条の許可基準に適合できない場合は、新

たな許可とする 
 





 

 

 
７．資金計画 
 （法第３０条第１項第５号） 

  
 資金計画に変更のある場合 

 

（２） 軽微な変更届（法第３５条の２第１項ただし書、第３項） 
項   目 取 り 扱 い 内 容 

 
１．予定建築物等の敷地 
 の形状         
  （省令第２８条の４第２号） 

  
 全体の区域、宅地の区画数は変更しないが、敷地の規模、形状を

変更する場合で、下記の範囲内におさまる場合 
 ・予定建築物の敷地の規模の増減が、１０分の１未満の場合 
 ・住宅以外の建築物等の敷地の規模の増加を伴うもので、敷地の 
  規模が１０００㎡未満の場合 
 

 
２．工事施行者 
 （省令第２８条の４第２号） 

 
① 自己の居住用の開発行為、又は自己の業務用の開発行為で 1.0 
  ha未満の場合 
② 工事施行者の住所、又は氏名・名称、若しくは代表者が変わ 
った場合 

③ 法人の合併、吸収等により社名、及び代表者を変更した場合 
 

 
３．工事着手又は完了日 
 （省令第２８条の４第３号） 

 
工事着手予定年月日、又は工事完了予定年月日を変更する場合 

 
第６条 規則第１１条の規定による軽微な修正届の取扱いは、次のとおりとする。 

項   目 取 り 扱 い 内 容 
 
１．予定建築物の計画 

 
 間取りや面積等が変わった場合で、許可基準に適合している場合 

 
２．申請者の住所等 

 
申請者の住所、又は法人の代表者を変更した場合 

 
 
３．設計者の変更 

 
設計者を変更する場合 

 
 
４．工事施行者 

 
 下請負業者を変更する場合 
 





 

 

 
５．設計 

 

  
（１）道路 
 

 
・道路の表層処理を変更する場合 
・道路勾配を変更する場合で、造成計画上変更許可の対象となら 
ない場合 
 

 
（２）排水 
 

 
・排水管及び桝等の種類、材料、寸法の変更、又は排水経路、吐 
口の位置の変更（宅内排水設備に伴うもの） 

 
 
（３）給水 

 
・給水経路、引込み径の変更 

 
 
（４）造成 
 

 
・変更許可対象の範囲に満たない変更の場合 
・境界明示の工作物を変更する場合 
・隣接地の現況が変わった場合 
 

 
（５）公共施設等 

 
・敷地に含まれる防火水槽の位置・構造の変更及び敷地に含まれ 
る消火栓の位置の変更で、公共施設管理者の許容範囲内の場合 

・敷地に含まれる公益的施設の位置を変更する場合 
・敷地に含まれる緑地の位置及び面積を変える場合等 
 

 
 （単なる形式的な区画の分割又は統合） 
第７条 再開発型開発行為については、建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成工事を伴わず、

かつ、従来の敷地の境界の変更について、既存の建築物の除却や並びにへい、かき、さく等の

除却及び設置が行われるにとどまるもので公共施設の整備の必要がないと認められるものは、

開発行為に該当しないものとし、判断基準及び取扱いは次によるものとする。 
（１）従来の敷地 
  ア 現に建築物（仮設建築物及び違反建築物の敷地は、除く。）が存する土地 
  イ 土地登記簿の地目が「宅地」である土地で、現在、農地や山林として利用されていない

土地 
  ウ 固定資産課税台帳の現況課税地目が、「宅地」である土地で、現在、農地や山林として利

用されていない土地 
  エ 従前、建築物の敷地として利用されていた土地で、現在、農地や山林として利用されて

いない土地 
  オ 建築物の敷地又は特定工作物の用地として造成された土地（緑地、未利用地等は、除く。）





 

 

で、次のいずれかに該当する土地 
   （ア）法に基づく開発行為の許可を受け、工事の完了公告がされた土地 
   （イ）旧住宅地造成事業に関する法律によって認可を受け､工事の完了公告がされた土地 
   （ウ）土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に基づく認可を受け、換地処分の公

告がされた土地 
   （エ）法第２９条第４号、第６号、第７号、第８号又は第９号に該当する開発行為が終了

した土地 
   （オ）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく総合設計制度又は法に基づく特

定街区制度の適用を受けて行われるもので､歩道状の公開空地等が主要な前面道路に

沿い､当該前面道路に接する敷地全長にわたって適切に確保されている土地 
   （カ）建築基準法に基づく道路位置指定が行われた際に、道路と一体に造成された土地 
（２）前号に規定する従来の敷地のうち前号オ(ア)から(オ)までを以下「整備済団地」という。 
（３）公共施設の整備の必要がないと認められるものとは、政令第１条の２に規定する公共の用

に供する施設について、新設、拡幅整備、用途廃止及び付替えの必要がないものをいう。 
（４）前号で規定するもののほか、公共施設管理者との十分な調整を踏まえ、法第３３条の規定

を準用して行うものとするが、原則としてそれぞれ次の基準を満たしているものをいう。 
  ア 公園等 
    自己の居住の用に供する建築物を建築する場合を除き、当該敷地の面積が３,０００平方

メートル以上のものについては、当該敷地が整備済団地に存し、かつ、当該団地内に面

積の合計が当該団地面積の３パーセント以上の公園等が設けられていること。あるいは、

当該敷地の周辺に相当規模の公園等が存するなど当該敷地の周辺の状況（開発区域から

２５０メートル以内に面積が２,５００平方メートル以上の既設の公園が設置されてい
る場合。ただし、既設の公園との間に国道、県道（中央帯等により人を横断させないよ

うに整備していると市長が認めた道路に限る。）、鉄道又は河川が横断する場合は、この

限りでない。）並びに予定建築物の用途及び敷地の配置を勘案して特に必要がないと認め

られるもの 
  イ 道 路 
    自己の居住の用に供する建築物を建築する場合を除き、当該敷地が接する道路の幅員が

６メートル以上（敷地面積が１，０００平方メートル以上で住宅以外の建築物を建築す

る場合は、９メートル以上）であること。ただし、当該敷地が整備済団地に存し、当該

建築物の建築により交通量の著しい増加がない場合又は当該敷地が整備済団地以外に存

し、現況幅員４メートル以上の道路（小区間のものに限る。）に接し、当該建築物が専用

住宅若しくは集合住宅で当該道路の交通量が少ない場合は、この限りでない。 
  ウ 汚水処理 
    当該敷地が下水道法（昭和３３年法律第７９号）による公共下水道の使用開始の公示が

なされている処理区域内に存していること。ただし、当該敷地が整備済団地に存し、当

該建築物から排出される汚水に対して既存下水道の改善の必要がないと認められる場合、

又は整備済団地以外に存し、当該建築物から排出される汚水に対して合併浄化槽で対応

し既存下水道の改善の必要がないと認められる場合は、この限りでない。 
  エ 雨水処理 
    当該敷地が下水道法による公共下水道の使用開始の公示がなされている処理区域内に存





 

 

していること。ただし、当該敷地が整備済団地に存し、排出される雨水に対して既存下

水道の改善の必要がないと認められる場合又は整備済団地以外に存し、排出される雨水

に対して敷地内浸透設備（建築物の躯体に一体に組み込んで設置する貯留槽を含む。）で

対応し、既存下水道の改善の必要がない場合は、この限りでない。 
（５）単なる形式的な区画の分割又は統合に関する注意点 
  ア 小区間とは、当該敷地が幅員６（９）メートル以上の道路からおおむね１２０メートル

以下の距離にあるものをいう。 
  イ ２以上の道路に面する場合は、１の道路の幅員が４メートル以上あれば要件を満たすも

のとし、その他の道路は４メートル未満であっても既に当該敷地側に拡幅整備済であれ

ばこの対象とする。 
  ウ 汚水とは、生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し、又は付随する廃水をいう。 
  エ 既存下水道とは、排水管及び汚水処理場等（道路側溝を含む。）をいい、敷地内の排水管

及び浄化槽等は含まない。ただし、道路側溝については、接続にあたって管理者の同意

が得られないときは既存下水道の改善が必要とみなす。 
  オ 既存下水道が、当該団地が整備されたときの想定人口を超える等の理由で、排水能力に

不足が生じ改善の必要性があるか否かを判断する。 
 （工事施行者の能力） 
第８条 法第３３条第１項第１３号に規定する工事施行者の能力の有無は、当該工事の難易度、

過去の事業実績等を勘案し、審査する書類については、法人の登記簿謄本、事業経歴書及び建

設業の許可証明書を求めるものとする。ただし、市長が必要と認めるときは、平塚市契約規則

（昭和３９年規則第３２号）を例とし、別に必要書類の提出を求めるものとする。 
 （関係権利者の同意） 
第９条 法第３３条第１項第１４号に規定する開発行為の妨げとなる権利を有する者の同意のう

ち、財務省所管の普通財産（以下「国有畦畔」という。）については、国有畦畔の払下申請を行

ったことを証するものを法第３０条の申請に添付することをもって同意書に代えるものとする。 
 （道路の設計基準） 
第１０条 開発区域内に設置する道路は、当該区域の規模、予定建築物の用途及び敷地の規模並

びに予想される交通量に応じて第１表による道路幅員を標準とし、おおむね１０ヘクタール以

上の住宅団地については、第１図を標準として適正な配置をするものとする。また自己の業務

用の開発行為にあってもこれに準じて行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 

 

  

 第１表（標準道路幅員） 

種   類 
道 路 幅 員 

備     考 
合計幅員 車道 歩 道 

Ａ 一般区画街路 ６ｍ － － 
・住宅敷地の道路 
・住宅敷地以外で１，０００平方メー

トル未満の敷地に接する道路 

Ｂ 主要街路 ９ｍ ６ｍ １.５ｍ×２ 

・住宅敷地以外で１，０００平方メー

トル以上の敷地に接する道路 
・交通量が多いと予想される用途の予

定建築物が面する道路 
・おおむね５ヘクタール以上の開発区

域に設ける主要な道路 
・その他、歩車道分離が望ましい道路 

Ｃ 幹線街路 １２ｍ ９ｍ １．５ｍ×２ 

・交通量が著しく多いと予想される道 
 路 
・おおむね２０ヘクタール以上の開発

区域に設ける主要な道路又は当該開

発区域及び周辺地域の幹線道路と予

想される道路 
  （注）１ 歩道に並木を設ける場合の歩道幅員は、２．５メートル以上とする。 
  （注）２ 歩道は、道路の片側のみに設けることもできる。 
  （注）３ 開発区域内の主要な道路を、区域外の道路に接続させるため設ける主要な取付け

道路の幅員は、開発区域内の主要な道路の幅員以上とする。 
  
 
 

Ａ＝ 6ｍ(一般区画街路) 
                       
Ｂ＝                                   Ｂ＝ 9ｍ(主要街路) 
 

 
Ｃ＝12ｍ(幹線街路) 

                                  
                                  
 
 
          250ｍ     250ｍ  
              500ｍ 

 
２ 街区の大きさは、予定建築物の用途並びに敷地の規模及び配置を考慮して定め、住宅地にお

ける街区の長辺は、１２０メートル以内とする。 

 
Ａ 

 
250ｍ 

 
250ｍ 

第１図 
 

Ｂ 
 
 
 

Ｃ 

 
 
 
 
 
 

500ｍ 





 

 

３ 道路の幅員は、排水施設等の構造に応じて第２図、第３図及び第４図のいずれかによるもの

とする。 
 

 第２図                    第３図 
 
     道路幅員                    道路幅員 

 

 

 

 

 

 

   第４図 

 

                    道路幅員 

     歩道幅員           車道幅員             歩道幅員 

 

 

 

 

歩道境界石 

 

 
 （敷地の安全に関する基準） 
第１１条 開発区域内の地盤が軟弱である場合には、ボーリング等による地質調査の結果報告書

を求め、著しく軟弱な地盤に盛土を行うことによる地盤沈下又は隆起等により被害の生じない

ように考慮するものとする。 
 （擁壁の設計基準） 
第１２条 擁壁の構造は、宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第５条から第１

０条までに定める基準に適合するものとする。 
 （公共施設等の配分） 
第１３条 法第３３条第１項第６号に規定する公共施設等の配分にあっては、近隣住区を標準に

第２表を参考とするものとする。 
第２表 
住区数 （隣保区） （分 区） １（近隣住区） ２（地区） ４（地区） 

戸数 
５０ 
～１５０ 

５００ 
～１,０００ 

２,０００ 
～２,５００ 

４,０００ 
～５,０００ 

８,０００ 
～１０,０００ 

人口 
２００ 
～６００ 

２,０００ 
～４,０００ 

７,０００ 
～１０,０００ 

１４,０００ 
～２０,０００ 

２８,０００ 
～４０,０００ 

教育施設  幼稚園 小学校 中学校 高等学校 
福祉施設  保育所託児所   社会福祉施設 
保  健  診療所 診療所（各科）  病院・保健所 





 

 

保  安 
消火栓 
防火水槽 

警察駐在所 警察交番  
警察署 
消防署 

集会施設 集会室 集会場  公民館 
文化施設    図書館 
管理施設    市役所出張所等 
通信施設  ポスト 郵便局 
商業施設  日用品店舗 専門店・スーパーマーケット 
サービス施設   新聞集配所 銀  行 娯楽施設 
 （建築制限解除基準） 
第１４条 建築制限の解除は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときに承認するものとす

る。 
（１）自己の居住又は自己の業務の用に供する目的の開発許可である場合は、次の各号のいずれ 

にも適合していること。 
  ア 公共団体に帰属する公共施設が完了していること。ただし、完了前に建築行為を行わな

いと公共施設が著しく破損するおそれがある場合は、この限りでない。 
  イ 開発行為に関する工事を完成させるに障害とならないもの 
  ウ 当該建築物の敷地が、政令第２８条で定める基準に適合しているもの 
  エ 当該建築行為により、開発区域及びその周辺の地域に災害が生じないもの 
（２）前項の目的以外での開発許可である場合は、次に掲げるいずれかに該当し、前項各号に適

合していること。 
  ア 開発行為に関する工事が相当進んでおり、完了する期日が明確となっているもの 
  イ 収用対象事業の施行により、建築物の移転又は除却のため、必要やむを得ないもの 
  ウ その他、特に必要と認められるやむを得ない理由があるもの 
 （法第４１条の制限の撤回） 
第１５条 法第４１条の規定に基づく制限が定められた開発区域内の土地が、その後において市

街化区域に編入された場合は、遅滞なく、当該制限を撤回するものとする。 
２ 前項の規定による撤回は、開発登録簿中の「都市計画法第４１条の規定による制限の内容」

欄に撤回の日及び同条の制限を撤回した旨の記載をもって行うものとする。 
３ 前項の規定による撤回の日は、当該都市計画決定の告示日とする。 
   附 則 
 この要項は、平成１３年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要項は、平成２０年７月１日から施行する。 
   附 則 
 この要項は、平成２６年７月１日から施行する。 
 
 





 

 

第１号様式（第２条関係） 
 

合 

議 

担当長 担当者 

事 前 相 談 書（市街化区域用） 
部長 課長 担当長 担当者 

※整理番号  地図ページ 平成  年度版東・西Ｐ 

申請予定者 
 

  住 所 
 
氏 名 

 
電 話 

 
 
 
 
 
 

 （   ） 

代理人 
住 所 
氏 名 

 
 
 
      電話 
  担当者・連絡先 

設計者  
工事施行者  

開発区域の  
地名・地番  平塚市 

予定建築物 用途(               ) 棟数(   棟) 戸・区画数(   戸・区画) 

設計の方針 
(開発目的･造成計
画排水計画〔雨水・

汚水道路など〕の公

共施設の配置計画

等を記入) 

 
 

開
発
区
域
の
状
況 

用途地域  
その他の地域地区 河川区域・河川保全区域・風致地区・都市計画道路・都市計画河川・区画整理促進区域 

接

続

道

路 

主

た

る 

道路の名称  
排
水
放
流
先 

放流先の 
種類(名称) 

 

管 理 者  
管 理 者  

道路の幅員  
整備状況 整備済･新設･改良･その他 

共

施

設

整

備

計

画 
土

地

利

用

及

び

公 
土地利用 宅 地 道路用地 公園用地 排水施設用地 そ の 他 

(      ) 合   計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％ 

※処理経過  年・月・日 ※相談概要・処理方針 
 
 
 
 
 
 
なお、決裁の上は本書、相談概要・処理方針及び指示事項写しを関係課

及び申請予定者へ送付いたしたい。 

自己住 
自己業 
自己外 

相談書受付  ・ ・ 

現 地 調 査  ・ ・ 

決   裁 ・ ・ 

代理人等への連絡 ・ ・ 

関係課通知  ・ ・ ※指示事項 
 

プ ロ ッ ト  ・ ・ 

代理人等確認欄 ・ ・ 

※ 事前相談書には裏面の図面を添付してください。 
※ 太枠内のみ記入してください。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図書：この事前相談書には次の図書を添付してください。                                   

(1) 区域図 ＜案内図的なもので開発区域が分かるようにしてください。＞ 

(2) 現況図 ＜開発区域内の既存建築物及び擁壁（建築基準法上、工作物の確認申請が必要なものは、

確認及び検査済の番号及び日付を記入してください。）等の既存工作物や隣地境界構造物等を明示し、

開発区域周辺の道路、公園、河川その他公共施設の位置、形状、幅員、名称、種別等を記入し、開発

区域及び周辺の現況地盤高を記入してください。＞ 

(3) 公図写 ＜開発地及び隣接する土地の所有者氏名、地目、地積を記入し、複写場所、複写年月日、

複製者氏名を記入してください。なお、隣接する土地の隣地が同一所有者である場合は

同様に各情報を記入してください。＞ 

(4) 土地利用計画図 ＜前面道路等計画、給・排水計画、駐車場、駐輪場、緑化計画、開発地及び 

隣地境界構造物等を明示してください。＞ 

(5) 求積図 ＜面積算定式を明示してください。なお、道路後退、隅切り及びごみステーション等が 

発生する場合は、それぞれの求積図（算定式を含む。）も添付してください。＞ 

(6) 造成計画平・断面図 

      ＜建物も含んで作成し、切土部分は「黄」、盛土部分は「赤」で着色してください。また、

３０ｃｍを超える切土・盛土等の範囲を明示し、その面積を表示してください。なお、

切土・盛土が発生しない場合は、土地利用計画図に「切土盛土なし」等の記載に変える

ことも可能です。＞ 

(7) 給・排水計画平面図 

      ＜開発区域が小規模の場合は、土地利用計画図に兼ねることも可能です。＞ 

(8) その他 ＜予定建築物平面図・立面図・断面図等＞ 





 

   

 
第２号様式（第２条関係） 
 

合 

議 

担当長 担当者 

事 前 相 談 書（市街化調整区域用） 部長 課長 担当長 担当者 

整 理 番 号   

用 件 １ 開 発 許 可 ２ 建 築 許 可 ３ その他（                 ） 

処 理 方 針 １ 提案基準  第    号 
２ 市条例   第  条第  号 

相談者住所 
氏名 

 
 

       ℡ 
建築主住所 
(開発者)氏名 

 

位   置 平塚市 

予定建築物 
用  途（         ） 構造（         造） 階数（       階） 
棟・戸数（   棟    戸） 
敷地面積（        ㎡） 延べ面積（        ㎡） 

相談概要・処理方針  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指示事項 
 
 

 
 
 
 
 
相談書受付 現 地 調 査 決 裁 相談者等への連絡 関係課通知 プ ロ ッ ト 地  図 

・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・  
※太枠内のみ御記入ください。 相談者等確認欄 ・  ・  




